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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　　　　　　

回次
第10期

第１四半期累計期間
第11期

第１四半期累計期間
第10期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

営業収益 （千円） 8,610 57,233 64,874

経常利益又は経常損失（△）

　
（千円） △53,300 13,663 △118,793

四半期純利益又は四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △54,415 9,307 △120,110

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 313,675 313,675 313,675

発行済株式総数 （株） 16,045 16,045 16,045

純資産額 （千円） 745,064 688,676 679,369

総資産額 （千円） 753,862 700,874 683,311

１株当たり四半期純利益又は

四半期（当期）純損失金額

（△）

（円） △3,616.84 618.65 △7,983.41

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 98.8 98.3 99.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため記載しておりません。

４．第10期第１四半期累計期間及び第10期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、第11期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に

おける異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　なお、当社は継続する金融危機や不動産市況の全般的な悪化を受け、平成23年３月期まで３期連続で営業損失を計上

しております。当第１四半期累計期間においては利益計上しているものの、主力業務であるストラクチャリング業務

における売上が低迷していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してお

りますが、継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しております。

　詳しい内容については、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の分析　２．事業等のリスクに記載し

た重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策」をご参照くださ

い。　

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．財政状態及び経営成績の状況の分析　

(1) 業績の状況

　当第１四半期累計期間（平成23年４月１日～平成23年６月30日）におけるわが国経済は、企業収益や設備投資に

持ち直しの兆しが見られたものの、平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災の影響により、それまで緩

やかな景気回復基調にありました国内景気及び個人消費は低迷し、先行き不透明な状況で推移しております。

  このような環境のもと、当社の主要業務であるストラクチャリング業務においては、アセット・マネージャーの

アウトソースニーズの取り込み等により案件獲得を図るとともに、アドバイザリー業務においては、企業の資金調

達に関する助言業務、不動産仲介業務、中銀律師事務所と協業して行う日系企業の中国事業に対する助言業務を中

心に業務の拡充に取組んでまいりました。

　また、この３月に新規事業として立ち上げた不動産担保ローン事業についても、これまで着実に融資残高を積み上

げておりますが、今後も堅実に事業展開を行い、当社の収益の柱としていく所存です。　

　この結果、当第１四半期累計期間における業績は、営業収益57,233千円（前年同四半期比564.7％増）、経常利益

13,663千円（前年同四半期は53,300千円の経常損失）、四半期純利益9,307千円（前年同四半期は54,415千円の四

半期純損失）となりました。　　

 　　　 セグメント毎の業績につきましては、当社は助言事業のみの単一セグメントであるため、記載するべき事項はありま

せん。

　

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

  当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は641,422千円となり、前事業年度末比8,067千円の増加とな

りました。流動資産の大半を占めているのは現金及び預金であり、当第１四半期会計期間末における残高は

484,734千円と、同13,035千円の増加となりました。これは主に四半期純利益の計上等によるものであります。

（固定資産）

  当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は59,452千円となり、前事業年度末比9,496千円の増加とな

りました。これは主に差入保証金の差入等によるものであります。

（流動負債）

  当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は12,197千円となり、前事業年度末比8,255千円の増加とな

りました。その主な要因は、本社移転損失引当金及び未払金の増加等によるものであります。

（純資産）

  当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、四半期純利益の計上等に伴い688,676千円となり、前事業年

度末比9,307千円の増加となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

　　

　　めの対応策

　　　「１　事業等のリスク」に記載のとおり、当社は当第１四半期累計期間において利益計上しているものの、直近決

算時迄において営業利益及び営業キャッシュ・フローが継続して低迷している状況ではありますが、以下の理由

により継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しております。

　　　具体的には、当社の主要業務であるストラクチャリング業務においては、アセット・マネージャーのアウトソース

ニーズの取り込み等により案件獲得を図るとともに、アドバイザリー業務においては企業の資金調達に関する助

言業務、不動産仲介業務、中銀律師事務所と協業して行う日系企業の中国事業に対する助言業務を中心に業務の

拡充を図ってまいります。

　　　また、この３月に新規事業として立ち上げた不動産担保ローン事業については、着実に融資残高を積み上げてお

り、今後も事業を堅実に進め、当社の収益の柱としていく所存です。

　　　これら施策に加え、昨年度より支払家賃及び人件費等の削減に取り組み、今後もコスト削減を徹底して行うことで

収益力を高めてまいります。

　　　他、財務面におきましても、必要十分な現預金を保有していることに鑑み、継続企業の前提に関する重要な不確実

性は認められないと判断し、「継続企業の前提に関する注記」の記載には至りませんでした。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 　普通株式 60,000

計 60,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,045 16,045

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 16,045 16,045 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成23年４月１日～　

平成23年６月30日　
－ 16,045 － 313,675 － 348,475

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。　

　

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,045  15,045 －

単元未満株式　 － － －

発行済株式総数  16,045 － －

総株主の議決権 － 15,045　 －

　 

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

グラウンド・ファイナ

ンシャル・アドバイザ

リー株式会社

東京都港区西新橋

一丁目10番２号
1,000 － 1,000 6.23

計 － 1,000 － 1,000 6.23

　

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 471,699 484,734

営業未収入金 21,082 2,253

営業貸付金 － 148,800

有価証券 136,400 －

前払費用 3,629 2,815

未収還付法人税等 423 2,398

その他 120 420

流動資産合計 633,354 641,422

固定資産

有形固定資産

建物 5,239 5,239

減価償却累計額 △2,907 △2,998

建物（純額） 2,332 2,240

工具、器具及び備品 4,269 4,269

減価償却累計額 △3,398 △3,456

工具、器具及び備品（純額） 870 812

有形固定資産合計 3,203 3,053

無形固定資産

電話加入権 88 88

無形固定資産合計 88 88

投資その他の資産

投資有価証券 25,000 25,000

差入保証金 21,664 31,310

投資その他の資産合計 46,664 56,310

固定資産合計 49,956 59,452

資産合計 683,311 700,874

負債の部

流動負債

未払金 2,517 4,524

預り金 1,050 1,045

本社移転損失引当金 － 4,282

その他 373 2,345

流動負債合計 3,942 12,197

負債合計 3,942 12,197
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 313,675 313,675

資本剰余金 348,475 348,475

利益剰余金 41,949 51,256

自己株式 △24,730 △24,730

株主資本合計 679,369 688,676

純資産合計 679,369 688,676

負債純資産合計 683,311 700,874
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

営業収益

営業収益 8,610 57,233

業務収益 8,610 57,233

営業費用

販売費及び一般管理費

役員報酬 6,462 6,330

給料 17,775 17,818

支払手数料 11,719 7,962

その他の販売費及び一般管理費 11,085 11,451

販売費及び一般管理費合計 47,042 43,563

営業利益又は営業損失（△） △38,431 13,670

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 110 －

還付加算金 5 －

営業外収益合計 116 0

営業外費用

支払手数料 14,985 －

雑損失 － 8

営業外費用合計 14,985 8

経常利益又は経常損失（△） △53,300 13,663

特別損失

本社移転損失引当金繰入額 － 4,282

関係会社株式売却損 300 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 742 －

特別損失合計 1,042 4,282

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △54,342 9,380

法人税、住民税及び事業税 72 72

法人税等合計 72 72

四半期純利益又は四半期純損失（△） △54,415 9,307
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【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　　

　

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ

・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 257千円 199千円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 7,522 500平成22年３月31日平成22年６月28日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

　　　　　　該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

当社は、「金融モール」における助言事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（追加情報）

　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。　

　

　　Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　

当社は、助言事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
△3,616円84銭 618円65銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△54,415 9,307

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△54,415 9,307

普通株式の期中平均株式数（株） 15,045 15,045

（注）前第１四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第１四半期累計期間における潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 23年８月１日

グラウンド・ファイナンシャル・アドバイザリー株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　久依　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田　博信　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグラウンド・ファイ

ナンシャル・アドバイザリー株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第11期事業年度の第１四半期会計

期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、グラウンド・ファイナンシャル・アドバイザリー株式会社の平成23年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）①上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

②四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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